宮古島第三宿舎（仮称）整備事業
様式集

令和元年10月

海　上　保　安　庁
提出書類及び作成要領

１　現地見学会参加申込及び入札説明書等に関する質問
（1） 現地見学会参加申込書【様式１－１】
（2） 入札説明書等に関する質問書【様式１－２】
２　提出書類

（１）入札参加表明・入札参加資格等要件審査申請時の提出書類
入札参加表明書等は、１部提出すること。

イ　入札参加表明書【様式２－１】

ロ　指名停止等に関する申出書【様式２－２】

ハ　委任状【様式３】

ニ　入札参加資格等要件審査申請書【様式４】

ホ　グループ構成員表【様式５－１】

ヘ　誓約書【様式５－２】

ト　競争参加資格に係る等級決定通知書の写し

チ　建設業法に基づく建設業許可を取得している全ての構成員の経営規模等評価結果通知書の写し
（最新のもの）

リ　事業実施体制【様式６】

ヌ　設計実績【様式７】

ル　建設工事の施工実績【様式８】

ヲ　工事監理実績【様式９】

ワ　維持管理業務実績【様式10】

（２）入札辞退時の提出書類
入札辞退届【様式11】

（３）入札時の提出書類
入札時に提出する入札提出書類及び提出部数は、以下のとおりである。

イ　入札提出書類の提出届【様式12】　＜１部＞
ロ　委任状【様式13】　＜１部＞　

ハ　入札書【様式14】　＜１部＞

ニ　要求水準書に関する確認書【様式15】　＜１部＞

ホ　事業計画に係る提案書　＜16部･(ニ)及び(ホ)は１部＞

(ｲ)　事業計画提案書表紙【様式16】

(ﾛ)　事業スケジュール【様式17】

(ﾊ)　資金調達方法【様式18】

(ﾆ)　長期収支計画【様式19-1】

(ﾎ)　算出根拠（長期収支計画）【様式19-2】

(ﾍ)　資金調達計画に関する提案【様式20】
(ﾄ)　事業実施体制に関する提案【様式21】
(ﾁ)　リスクへの対応に関する提案【様式22】

ヘ　施設整備計画に係る提案書　＜16部＞

(ｲ)　施設整備計画提案書表紙【様式23】

(ﾛ)　施設計画等に関する提案【様式24】

(ﾊ)　景観、配置計画に関する提案【様式25】

(ﾆ)　周辺環境保全に関する提案【様式26】

(ﾎ)　住戸計画に関する提案【様式27】

(ﾍ)　機能性・快適性・安全性に関する提案【様式28】

(ﾄ)　省資源・環境負荷低減に関する提案【様式29】

(ﾁ)　経済性に関する提案【様式30】

(ﾘ)　施工計画に関する提案【様式31】

ト　施設整備計画に係る提案書（図面集）　＜16部＞

(ｲ)　施設整備計画提案書（図面集）表紙【様式32】

(ﾛ)　計画概要【様式33】

(ﾊ)　配置計画（１／800～１／1000）【様式34】

(ﾆ)　鳥瞰図【様式35】

(ﾎ)　平面図（１／500～１／800）【様式36】

(ﾍ)　立面図（１／500～１／800）【様式37】

(ﾄ)　断面図（１／500～１／800）【様式38】

(ﾁ)　各住戸平面図（１／100）【様式39】

(ﾘ)　外構・緑化計画（１／800～１／1000）【様式40】

(ﾇ)　面積表【様式41】

(ﾙ)　仕上表【様式42】

(ｦ)　日影図【様式43】

チ　維持管理計画に係る提案書　＜16部＞

(ｲ)　維持管理計画提案書表紙【様式44】

(ﾛ)　維持管理業務提案の妥当性【様式45】

(ﾊ)　保守点検業務提案の妥当性【様式46】

リ　附帯的事業に係る提案書　＜16部＞

(ｲ)　附帯的事業提案書表紙【様式47】

(ﾛ)　附帯的事業に係る長期収支計画【様式48】

(ﾊ)　算出根拠（附帯的事業に係る長期収支計画）【様式49】

(ﾆ)　事業内容に関する提案【様式50】

(ﾎ)　事業計画に関する提案【様式51】

(ﾍ)　入居者が行う管理業務への提案【様式52】

ヌ　有価証券報告書等　＜１部＞

(ｲ)　入札参加グループの構成員は、会社概要を提出すること（パンフレット等の使用も可能）。
(ﾛ)　入札参加グループの構成員は、直近３期分の有価証券報告書の写し（有価証券報告書を作成していない場合は計算書類等でも可）を提出すること。

ル　CASBEE(建築環境総合性能評価システム)簡易計算結果　＜16部＞

(ｲ)　CASBEE-新築（簡易版）に基づき、評価を行うこと。

(ﾛ)　使用する評価ソフトは、2010年版　バージョン1.8とし、以下のHPよりダウンロードして使用すること。

http://www.ibec.or.jp/CASBEE/cas_brief.htm#download
(ﾊ)　すべての評価シートを添付資料として、添付すること。

(ﾆ)　レベル４（通常以上の配慮）又はレベル５（格段の配慮）と採点する場合は、評価マニュアルの記載内容に留意し、添付が求められている書類や数値の算出根拠等、具体的な根拠資料を添付すること。

(ﾎ)　入札参加資格等要件確認通知書に記載の登録受付番号を記載した任意様式の表紙を添付すること。

(ﾍ)　シート内に社名やグループ名等の提出者を特定できるような表示は付さず、評価シートの「作成者」欄は登録受付番号（例：登録受付番号02）を記載し、「確認者」欄は空白とすること。

(ﾄ)　作成にあたり、提案書の記載内容との整合を図ること。

２　作成要領

（１）入札参加表明・入札参加資格等要件審査申請時の提出書類

設計実績、建設工事の施工実績、工事監理実績、維持管理業務実績は、次に従い作成すること。

イ　本件入札説明書「４－(1)－ニ」に掲げる資格があることを判断できる実績（民間工事に係るものでも可。
また、維持管理業務実績としては、マンション、社宅、独身寮等の実績で可。）は、様式７～様式10に記載すること。

ロ　上記実績として記載した業務の内容が確認できる契約書、設計図書、工事施工図書、維持管理業務仕様書等の写しを添付すること。
（２）入札時の提出書類

イ　一般的事項
(ｲ)入札提出書類については、各書類の右下所定の欄に、海上保安庁より送付された入札参加資格
等要件確認通知書に記載の登録受付番号を記載し、社名やグループ名等の提出者を特定できるよ
うな表示は付さない（入札提出書類の提出届（様式12）、委任状（様式13）、入札書（様式14）及　　　
び業務要求水準書に関する確認書（様式15）を除く）。

なお、入札書（様式14）及び長期収支計画（様式19-1）並びに算出根拠（長期収支計画）（様式
19-2）は、任意の封筒に入れ封印し、代表企業が１部提出すること。
(ﾛ)以下について、③及び③を除く①～⑤の２分冊とし、袋とじ状正本１部、副本（簡易なバインダ
ー綴）15部とし、各書類の右上等所定の欄に通し番号（１/16～16/16）を記載すること（正本は        

１/16とする）。また、背表紙にも提案書名、通し番号、登録受付番号を記載すること。

①　事業計画に係る提案書（様式16～18、20～22）…表紙を除き最大６枚まで。（様式18に添
付する「金融機関の関心表明書の写し」は枚数に含まない）

②　施設整備計画に係る提案書（様式23～31）…表紙を除き最大15枚まで。
③　施設整備計画に係る提案書（図面集）（様式32～43）…各様式の枚数制限に従うこと。
④　維持管理計画に係る提案書（様式44～46）…表紙を除き最大３枚まで。
⑤　附帯的事業に係る提案書（様式47～52）…表紙を除き最大８枚まで。
(ﾊ)上記①～⑤については、以降に特段の記載のない限り、Microsoft Word（Microsoft Word 2013
対応可能なバージョン）を使用して作成（読み書き可能なもの）し、その情報及び１－（３）－ヌに示すCASBEE簡易計算結果（Microsoft Excelファイル）が保存されているCD-R又はDVD-Rのいずれかの電磁的記録媒体を１部提出すること(様式19-1及び19-2は別途提出とし、除く)。当該電磁的記録媒体には、登録受付番号、保存されている書類名称及び様式番号を明記すること。

(ﾆ)入札提出書類の作成に当たっては、文字の大きさ、文字数、着色の有無について制限はないが
見やすさに配慮し、必要に応じて数値目標・図表等を適宜活用して分かりやすい表現とすること。

(ﾎ)使用する用紙は、Ａ４片面（図面集はＡ３片面）とし、上下左右に15ｍｍ以上の余白を設ける
こと。用紙サイズは厳守すること。

(ﾍ)補足資料を添付する場合には、必要最小限の量にすること。

ロ　事業計画に係る提案書
様式16の提案書表紙を付け、Ａ４縦長左横綴じにより提出する。なお、長期収支計画（様式19-1）及び算出根拠（長期収支計画）（様式19-2）は、Microsoft Excel（Microsoft Excel2013で対応可能なバージョン）を使用して作成し、その情報が保存されているCD-R又はDVD-Rのいずれかの電磁的記録媒体を入札書（様式14）及び長期収支計画（様式19-1）並びに算出根拠（長期収支計画）（様式19-2）とともに、任意の封筒に入れ封印し、１部提出すること。当該電磁的記録媒体には、登録受付番号、保存されている書類名称及び様式番号を明記すること。

(ｲ)事業スケジュール

様式17に従い、本件入札説明書の事業スケジュールを踏まえ、事業契約締結から維持管理期間
終了までの具体的なスケジュールを記載すること。

(ﾛ)資金調達方法

様式18に従い、事業費総額に対する借入金・出資金の構成と借入金・出資金の調達源、調達額、
調達条件(金利等)を記載する。

また、事業者の長期借入金について想定している金融機関の関心表明書（貸出人・借入人・貸出
額・貸出日・融資期間・返済方法・適用金利を記載）の写しを添付すること。

(ﾊ)長期収支計画

次の点に留意し、様式19-1に従い作成する。

①　本事業に関する部分の長期収支計画として、損益計算書及びキャッシュフロー表を作成する。

②　維持管理業務費は様式19-1で積算した金額と整合させる。なお、消費税及び物価変動率を除いた金額を記入する。

③　各年度は４月から翌年３月までとする。

④　他の様式の記載事項と関連のある数値については整合させる。

(ﾆ)算出根拠

様式19-2に従い、売上高、支出等については次の点に留意し作成する。

①　長期収支計画表の前提となる売上高の金額、算定根拠を作成する。

②　金額は事業期間全体の額を記入する。なお、消費税及び物価変動率を除いた金額を記入する。

③　設定条件は算定した金額の根拠（例：人件費単価○円×数量×年数　等）を記入する。

④　支払利息の備考欄には支払金利とその内訳となる基準金利及びスプレッドを明記する。

⑤　他の様式の記載事項と関連のある数値については整合させる。

(ﾎ)資金調達計画に関する提案

様式20に従い、本事業の内容や期間、支払等の条件を踏まえて、「安全性やコストへの配慮」に
ついて具体的な考え方を記述すること。
　　　　(ﾍ)事業実施体制に関する提案
　　　　　 様式21に従い、「事業実施体制の信頼性」「代表企業、構成企業それぞれの役割、責任の明確性、適
切性」について具体的な考え方を記述すること。
(ﾄ)リスクへの対応に関する提案

様式22に従い、「事業継続に影響を及ぼすリスクへの対応体制、管理方法、顕在化時の対応方法」
について具体的な考え方を記述すること。

ハ　施設整備計画に係る提案書

様式23の提案書表紙を付け、Ａ４縦長左横綴じにより提出する。

(ｲ)施設計画等に関する提案

様式24に従い、施設計画等に関する事項について記入のこと。
(ﾛ)景観、配置計画に関する提案

様式25に従い、「都市景観、デザイン性」「配置計画、外構計画」「公務員宿舎としての適切性」
について、具体的な考え方を記述すること。
(ﾊ)周辺環境保全に関する提案

様式26に従い、「周辺に与える影響の低減」「住環境に配慮した緑化計画」「地域社会との融合の
ための配慮」について、具体的な考え方を記述すること。

なお、緑化計画については様式26のみに記載することとし、他の様式には記載しないこと。

(ﾆ)住戸計画に関する提案

様式27に従い、「ゾーニング、間取り」「動線計画」「収納スペースの確保」「住戸の安全性」に
ついて、具体的な考え方を記述すること。

(ﾎ)機能性・快適性・安全性に関する提案

様式28に従い、「室内環境性」「人体に無害な材料の使用」「バリアフリー、ユニバーサルデザイ
ン」、「居住者のコミュニティ形成を図る住棟計画」「附帯施設、ごみ集積所等の配置計画等」について、具体的な考え方を記述すること。

(ﾍ)省資源・環境負荷低減に関する提案

様式29に従い、「負荷の抑制、自然エネルギーの活用」「エネルギー・資源使用量の削減への取
り組み」「CASBEE等に基づく環境配慮計画」「環境対策（建設発生抑制土、再資源化、材料、省エネ技術）」について、具体的な考え方を記述すること。

CASBEEについては、BEEランク＆チャート、レーダーチャート、温暖化影響チャートを記述する
こと。

また、要求水準書で示す省エネルギー対策等級について、提案する等級を必ず記述すること。
(ﾄ)経済性に関する提案

様式30に従い、「フレキシビリティ、用途変更への対応」「保全性（作業性／更新性）」「ライフ
サイクルコストの低減」について、具体的な考え方を記述すること。

また、要求水準書で示す耐震等級（構造躯体の倒壊等防止）・（構造躯体の損傷防止）、耐風等級、
耐積雪等級、劣化対策等級及び維持管理対策等級（専用配管）・（共用配管）について、提案する当該各等級を必ず記述すること。

(ﾁ)施工計画に関する提案

様式31に従い、「品質保証」「施工工程等の確実性、適切性」「工事短縮」「安全確保、周辺環境
保全」について、具体的な考え方を記述すること。
ニ　施設整備計画に係る提案書（図面集）

様式32の提案書表紙を付け、Ａ３横長左横綴じにより提出する。用紙サイズは厳守すること。なお、計画概要（様式33）、面積表（様式41）及び仕上表（様式42）以外の電子データについては、Adobe PDF形式にて作成することを可とする。

(ｲ)計画概要

様式33により敷地概要、建設概要、住棟、住戸数、共用施設、電気設備概要、機械設備概要、　
　　　　 昇降機概要、その他特記事項を記載し、作成すること。
(ﾛ)配置計画

様式34によりスケール１／800～１／1000で作成すること。

建物、駐車場、自転車置場、道路、その他工作物等の提案主旨を簡記する。
(ﾊ)鳥瞰図

様式35により、南側及び東側の２方向からの視点で、各視点１枚ずつ作成すること。
(ﾆ)平面図

様式36によりスケール１／500～１／800で作成すること。
(ﾎ)立面図

様式37によりスケール１／500～１／800で作成すること。
(ﾍ)断面図

様式38によりスケール１／500～１／800で作成すること。
(ﾄ)各住戸平面図

様式39によりスケール１／100で作成すること。

また作成する際には住戸タイプ毎に次に記述する項目（単位）について、図面内に数値を必ず記
入すること。

	No.
	項目
	単位

	1
	バルコニー幅及び奥行、面積
	mm、㎡

	2
	流し台、コンロ台の幅
	mm

	3
	サッシ幅、高さの最大寸法
	mm

	4
	各個室面積、短辺方向長さ
	㎡、mm

	5
	台所等（Ｋ、Ｄ、ＤＫ、ＬＤ、ＬＤＫ）の面積
	㎡

	6
	浴室ユニットのサイズ
	例1216

	7
	便所の内法寸法
	mm

	8
	洗面化粧台の幅
	mm

	9
	玄関収納（幅、奥行及び高さ）
	mm

	10
	ホールを含む玄関広さ（Ｗ×Ｌ）
	mm

	11
	住戸内廊下幅員（面芯寸法）
	mm

	12
	洋室の物入（幅及び奥行）
	mm

	13
	玄関ホール、廊下から使用できる共有物入の短辺寸法
	mm

	14
	収納率（床面積に対する収納総量）
	％

	15
	共用廊下幅員（玄関扉を90度開放した場合）
	mm


(ﾁ)外構・緑化計画

様式40によりスケール１／800～１／1000で作成すること。

なお、緑化計画等の提案主旨を簡記すること。

また、既存樹木存置リストを記載すること。
(ﾘ)面積表

様式41により作成すること。
(ﾇ)仕上表

様式42により作成すること。
(ﾙ)日影図

様式43により、「GL+４ｍ」、「最下階の掃きだし窓面の下端の高さ」と「GL+０ｍ」における等時
間・時刻日影図を各１枚（計３枚）作成すること。

ホ　維持管理計画に係る提案書

様式44の提案書表紙を付け、Ａ４縦長左横綴じにより提出する。

(ｲ)維持管理業務提案の妥当性

様式45に従い、「提案の具体性」「コスト縮減の工夫（共益費、維持管理費の縮減）」について具
体的に記述すること。
(ﾛ)保守点検業務提案の妥当性

様式46に従い、「提案の具体性」「コスト縮減の工夫（共益費、維持管理費の縮減）」「省エネ、
省ＣＯ２に関する活動の実施」について具体的に記述すること。
ヘ　附帯的事業に係る提案書

様式47の提案書表紙を付け、Ａ４縦長左横綴じにより提出する。なお、附帯的事業に係る長期収支計画（様式48）及び算出根拠（附帯的事業に係る長期収支計画）（様式49）は、Microsoft Excel（Microsoft Excel2013で対応可能なバージョン）を使用して作成すること。

(ｲ)附帯的事業に係る長期収支計画
様式48に従い作成すること。
(ﾛ)算出根拠（附帯的事業に係る長期収支計画）
様式49に従い作成すること。
(ﾊ)事業内容に関する提案

様式50に従い、「本事業との適切性」について具体的に記述すること。
(ﾆ)事業計画に関する提案

様式51に従い、「事業の採算性・安定性確保、公務員宿舎とのリスクの分離」について具体的に
記述すること。

(ﾎ)入居者が行う管理業務への提案

様式52に従い、「入居者の経済的、人的負担の水準の適切性、入居者のニーズに沿ったサービス
提供」について具体的に記述すること。

【様式１－１】現地見学会参加申込書
令和元年　　月　　日

海上保安庁
装備技術部　施設補給課　御中

「宮古島第三宿舎（仮称）整備事業」に係る現地見学会への参加を申し込みます。

なお、参加に当たっては、提出要領の「２．立入条件、３．注意事項」を遵守します。

	会社名
	

	所在地
	

	　所属　担当者名
	

	　電話
	

	　FAX
	

	　電子メール
	

	所属・参加者名
	

	
	

	
	

	
	以上　　　名

	業種区分
	

	等級、付与数値
	


　

「現地見学会参加申込書（様式１－１）」提出要領

１　参加資格等

（１）入札説明書４．－(1)－ニ．に定める資格等要件を満たしている事業者

　　　イ　設計に当たる者は、令和元・２年度（平成31･32年度）国土交通省（海上保安庁を希望した者に限る。）一般競争（指名競争）参加資格審査において、業種区分が「建設コンサルタント」の「Ａ」等級に格付けされている者であること。

ロ　建設に当たる者１者の場合は、令和元・２年度（平成31･32年度）国土交通省（海上保安庁を希望した者限る。）一般競争（指名競争）参加資格審査において業種区分が「建築工事業」の「Ａ」等級に格付けされている者であること。

２者以上の場合は、同業種区分が「建築工事業」の「Ａ」又は「Ｂ」等級に格付けされている者であり、内１者は「Ａ」等級に格付けされている者であること。

　　　ハ　工事監理に当たる者は、令和元・２年度（平成31・32年）度国土交通省（海上保安庁を希望した者に限る。）一般競争（指名競争）参加資格審査において、業種区分が「建設コンサルタント」の「Ａ」等級に格付けされている者であること。

　　　ニ　維持管理に当たる者は、令和元・２・３年度（平成31・32・33年度）国土交通省一般競争参加資格（全省庁統一資格）審査において、資格の種類が「役務の提供等」、競争参加地域が「関東・甲信越」又は「九州・沖縄」、営業品目が「建物管理等各種保守管理」の「Ａ」又は「Ｂ」等級に格付けされている者であること。

（２）その他

　　　イ　現地見学会への参加は、１社３名までとします。

　　　ロ　当日、本人確認をさせていただきますので、身分証明書等を必ずご持参下さい。

２　立入条件

（１）立入後は職員の指示に従うこと。

（２）本事業用地以外は立入をしないこと。

（３）火気に十分注意すること。

（４）国有財産をき損する等損害を与える行為があった場合は理由の如何を問わず損害賠償の責を負うこと。

３　注意事項

（１）参加者が変更となる場合には、速やかに連絡すること。

（２）職員が身分証明書等の提示を求めた場合は応じること。

（３）国有地内での一切の人身事故及び物損については、国は責任を負いません。

４　参加の方法

上記１の要件を満たす事業者を対象とし、かつ２立入条件、３注意事項を遵守することを前提として、申込書（様式１－１）に必要事項を記入し下記５の方法で提出すること。

　　　なお、申込に当たっては、等級決定通知書の写しを添付すること。

５　申込書提出方法

次のいずれかの方法により提出すること。

（１）CD-R又はDVD-Rのいずれかの電磁的記録媒体により持参又は郵送（申込期限内に到達すること。）。

（２）ファックスによる場合は、電話にて着信を確認するとともに、速やかにCD-R等を持参又は郵送すること（申込期限内に到達すること。）。

（３）電子メールの場合は、申込書（様式１－１）を添付ファイルとし、電話にて着信を確認すること。
なお、提出されたCD-R又はDVD-Rのいずれかの電磁的記録媒体は返却しない。

＜宛先＞

海上保安庁装備技術部施設補給課宿舎係
　〒100-8976　東京都千代田区霞が関２－１－３　
電話:03-3591-6361
　ファックス:03-3591-2801
　Ｅメール（宛先：jcghsyukusha-1s1s@mlit.go.jp ）

【様式１－２】入札説明書等に関する質問書
令和元年　　月　　日

「宮古島第三宿舎（仮称）整備事業入札説明書等」について、以下のとおり質問を提出します。

	会社名
	　

	部署
	　

	質問者氏名
	　

	住所
	　

	電話番号
	　

	ＦＡＸ番号
	　

	電子メール
	　

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	ＮＯ
	資料名
	タイトル
	該当箇所
	質問

	
	
	
	頁
	項
	

	１
	（記入例）
入札説明書
	○○○について
	１
	１．
	(1)
	イ．
	（ｲ）
	　

	２
	事業契約書（案）
	×××について
	１
	１．
	(1)
	　
	　
	　

	３
	様式集
	△△△について
	１
	　
	　
	　
	　
	　

	４
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	５
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　


※１：該当箇所の記入に当たっては、数値、記号は半角文字で記入してください。

※２：行が不足する場合は適宜追加してください。

※３：それぞれの資料ごとに当該個所の順に記入してください。

※４：行の高さ以外の書式は変更しないで下さい。

「入札説明書等に関する質問書（様式１－２）」提出要領

　

１　質問の方法

質問内容を簡潔にまとめ、質問書（様式１－２）に記入し提出すること。

２　提出方法

次のいずれかの方法により提出すること。

（１）CD-R又はDVD-Rのいずれかの電磁的記録媒体（印刷物を添付）により持参又は郵送（受付期間内に到達すること。）。

（２）ファックスによる場合は、電話にて着信を確認するとともに、速やかにCD-R等を持参又は郵送すること（受付期間内に到達すること。）。

（３）電子メールの場合は、質問書（様式１－２）を添付ファイルとし、電話にて着信を確認すること。

いずれの場合も、文書（質問書を含む。）は、Microsoft　Excel（Microsoft　Excel2013により対応可能なバージョン）により作成し、質問書（様式１－２）の連絡先欄に回答を受ける担当窓口の部署、氏名、電話及びＦＡＸ番号、電子メールアドレスを必ず記載すること。なお、提出されたCD-R又はDVD-Rのいずれかの電磁的記録媒体は返却しない。

＜宛先＞
海上保安庁装備技術部施設補給課宿舎係
　〒100-8976　東京都千代田区霞が関２－１－３　
電話:03-3591-6361
　ファックス:03-3591-2801
　Ｅメール（宛先：jcghsyukusha-1s1s@mlit.go.jp）

本件入札説明書「４．－(3)－イ－（ﾆ）」に示す受付期間内（令和元年10月18日(金)～令和元年11月15日（金）まで）に未着の場合は、質問がなかったものとみなす。

【様式２－１】入札参加表明書

令和　　年　　月　　日

支出負担行為担当官

海上保安庁次長　上原　淳　殿

代表企業
商号又は名称：　　　　　　　　　　

所在地　　　：　　　　　　　　　　

代表者名印　：　　　　　　　　　　　印

　令和元年10月17日に公告された「宮古島第三宿舎（仮称）整備事業」の競争入札について、本件入札説明書等（質問・回答を含む。）の記載内容を承諾のうえ、以下の構成員からなるグループ※１として参加することを、委任状を添えて表明します。

　なお、以下のどの構成員も他のグループの構成員として「宮古島第三宿舎（仮称）整備事業」の競争入札に参加しないことを誓約します。

グループ構成員

	役割※２
	商号又は名称
	所在地
	代表者名
	委任状※３

	代表企業
	
	
	印
	

	設計担当企業
	
	
	印
	

	建設担当企業
	
	
	印
	

	維持管理担当企業
	
	
	印
	

	工事監理担当企業
	
	
	印
	

	
	
	
	印
	

	計　　社


※１：グループ名は代表企業名を用いること（例．代表企業「○○建設」→「○○建設グループ」）。

※２：１社が複数の役割を有する場合は重複して記入すること。

※３：委任状の添付は必須とし確認のため○印を記入すること。

※４：代表企業については、委任状の添付欄に○印を記入する必要はありません。

【様式２－２】指名停止等に関する申出書
令和元年　　月　　日

指名停止等に関する申出書

（　設計・建設・工事監理・維持管理　）
支出負担行為担当官

海上保安庁次長　上原　淳　殿

商号又は名称

所　 在 　地

代表者印　　　　　　　　　　　　　　　 　印

　「宮古島第三宿舎（仮称）整備事業」の入札に当たり、当社は、各省各庁から指名停止等を受けていないことを申し出ます。

　また、本日以降に、各省各庁から指名停止等の措置を受けた場合は、直ちに指名停止等の通知書を提示するとともに、本入札には参加いたしません。

※１：構成員すべての企業の申出書を提出すること。

※２：（設計・建設・工事監理・維持管理）については、該当する業務すべてについて○で囲むこと。
例：（　設計・建設・工事監理・維持管理　）

※３：申出書の提出の際は、※１～※３までの文面は削除すること。

【様式３】委任状

令和元年　　月　　日

支出負担行為担当官

海上保安庁次長　上原　淳　殿

■構成員

	商号又は名称
	

	所在地
	

	代表者名
	印


　私は、下記の代表企業を代理人と定め、令和元年10月17日に公告された「宮古島第三宿舎(仮称)整備事業」の競争入札に係る次の権限を委任します。

＜委任事項＞

1． 上記事業に関する入札への参加表明について

2． 上記事業に関する入札への参加資格審査申請について

3． 上記事業に関する入札辞退について

4． 上記事業に関する入札及び提案について

5． 復代理人の選任について

■代表企業

	商号又は名称
	

	所在地
	

	代表者名
	印


※：構成員ごとに別葉とすること。

　枚目／　枚中

【様式４】入札参加資格等要件審査申請書

令和元年　　月　　日

支出負担行為担当官

海上保安庁次長　上原　淳　殿

代表企業
商号又は名称：　　　　　　　　　　

所在地　　　：　　　　　　　　　　

代表者名印　：　　　　　　　　　　　印

　令和元年10月17日に公告された「宮古島第三宿舎(仮称)整備事業」の入札参加資格等要件の審査について下記の書類を添えて申請します。
　なお、本件入札説明書「４－(1)－ハ－(ｲ)～(ﾄ)」に掲げられている事項及び「４－(1)－ニ－(ｲ)～(ﾎ)」に掲げられている事項を満たしていること、並びに、この申請書及び添付書類の全ての記載事項は、事実と相違ないことを誓約します。
＜添付書類＞

1． グループ構成員表【様式５－１】

2． 誓約書【様式５－２】

3． 設計に当たる者が、令和元・２年度（平成31･32年度）国土交通省（海上保安庁を希望した者に限る。）一般競争（指名競争）参加資格審査において、業種区分が「建設コンサルタント」の「Ａ」等級に格付けされている者であることを証する書類

4． 事業実施体制【様式６】

5． 設計実績【様式７】

6． 建設に当たる者が１者の場合は、令和元・２年度（平成31・32年度）国土交通省（海上保安庁を希望した者に限る。）一般競争（指名競争）参加資格審査において、業種区分が「建築工事業」の「Ａ」等級に格付けされている者であることを証する書類

建設に当たる者が２者以上の場合は、同業種区分が「建築工事業」の「Ａ」又は「Ｂ」等級に格付けされている者であり、内１者は「Ａ」等級に格付けされている者であることを証する書類

7． 建設工事の施工実績【様式８】

8． 工事監理に当たる者が、令和元・２年度（平成31・32年度）国土交通省（海上保安庁を希望した者に限る。）一般競争（指名競争）参加資格審査において、業種区分が「建設コンサルタント」の「Ａ」等級に格付けされている者であることを証する書類

9． 工事監理実績【様式９】

１０．維持管理に当たる者が、令和元・２・３年度（平成31・32・33年度）国土交通省一般競争参加資格（全省庁統一資格）審査において、資格の種類が「役務の提供等」、競争参加地域が「関東・甲信越」又は「九州・沖縄」、営業品目が「建物管理等各種保守管理」の「Ａ」又は「Ｂ」等級に格付けされている者であることを証する書類

１１．維持管理業務実績【様式10】

【様式５－１】グループ構成員表

■代表企業

	商号又は名称
	

	所在地
	

	代表者名
	

	担当者
	所属
	

	
	住所
	

	
	電話
	
	ＦＡＸ
	

	
	電子メール
	


■設計担当企業

	商号又は名称
	

	所在地
	

	代表者名
	

	担当者
	所属
	

	
	住所
	

	
	電話
	
	ＦＡＸ
	

	
	電子メール
	


■建設担当企業

	商号又は名称
	

	所在地
	

	代表者名
	

	担当者
	所属
	

	
	住所
	

	
	電話
	
	ＦＡＸ
	

	
	電子メール
	


■維持管理担当企業

	商号又は名称
	

	所在地
	

	代表者名
	

	担当者
	所属
	

	
	住所
	

	
	電話
	
	ＦＡＸ
	

	
	電子メール
	


■工事監理担当企業

	商号又は名称
	

	所在地
	

	代表者名
	

	担当者
	所属
	

	
	住所
	

	
	電話
	
	ＦＡＸ
	

	
	電子メール
	


※：記入欄が不足する場合は適宜追加して記入すること。

　枚目／　枚中

【様式５－２】誓約書
誓　　約　　書
  □　私
　□　当社
は、下記のいずれにも該当せず、将来においても該当しないことを誓約します。
　この誓約が虚偽であり、又はこの誓約に反したことにより、当方が不利益を被ることとなっても、異議は一切申し立てません。
　また、貴職において必要と判断した場合に、別紙役員等名簿により提出する当方の個人情報を警察に提供することについて同意します。
記
１　契約の相手方として不適当な者
(1) 法人等（法人又は団体をいう。）の役員等（法人である場合は役員又は支店若しくは営業所（常時契約を締結する事務所をいう。）の代表者、団体である場合は代表者、理事等、その他経営に実質的に関与している者をいう。）が、暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）又は暴力団員（同法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）であるとき又は暴力団員でなくなった日から５年を経過しないとき

(2) 役員等が、禁錮以上の刑（これに相当する外国の法令による刑を含む。）に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなった日から起算して５年を経過しないとき
(3) 役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的、又は第三者に損害を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしているとき
(4) 役員等が、暴力団又は暴力団員に対して、資金等を供給し、又は便宜を供与するなど直接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与しているとき
(5) 役員等が、暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれを不当に利用するなどしているとき
(6) 役員等が、暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有しているとき
(7) 暴力団又は暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者がその事業活動を支配する法人のとき

(8) その者の親会社等が(1)から(7)までのいずれかに該当する法人のとき
２　契約の相手方として不適当な行為をする者
 (1)　暴力的な要求行為を行う者
 (2)　法的な責任を超えた不当な要求行為を行う者
 (3)　取引に関して脅迫的な言動をし、又は暴力を用いる行為を行う者
 (4)　偽計又は威力を用いて契約担当官等の業務を妨害する行為を行う者
 (5)　その他前各号に準ずる行為を行う者

支出負担行為担当官

海上保安庁次長　上原　淳　殿

        　　　　　　　　　　　　　令和元年　　月　　日
            　　　　　　　　　　　　　　  住所（又は所在地）
             　　　　　　　　　　　　　　 社名及び代表者名
           　　　　　　　　　　　　　               署名　　　　　　　　　印

※添付資料：役員等名簿
（別添）

役員等名簿

法人（個人）名：　　　　　　　　　　　　　

	役　職　名
	（フリガナ）

氏　　名
	生 年 月 日
	性別

	
	（　　　　　　　　    　）
	Ｔ

Ｓ　　　 年　　月　　日

Ｈ
	男

・

女

	
	
	
	

	
	（　　　　　　　　   　）
	Ｔ

Ｓ　　 年　月　日

Ｈ
	男

・

女

	
	
	
	

	
	（　　　　  　　　　　　）
	Ｔ

Ｓ　　 年　月　日

Ｈ
	男

・

女

	
	
	
	

	
	（　　　　　　　　　  　）
	Ｔ

Ｓ　　 年　月　日

Ｈ
	男

・

女

	
	
	
	

	
	（　　　　　　　　   　）
	Ｔ

Ｓ　　 年　月　日

Ｈ
	男

・

女

	
	
	
	

	
	（　　　　　　　　   　）
	Ｔ

Ｓ　　 年　月　日

Ｈ
	男

・

女

	
	
	
	

	
	（　　　　　　　　   　）
	Ｔ

Ｓ　　 年　月　日

Ｈ
	男

・

女

	
	
	
	

	
	（　　　 　　　　　  　）
	Ｔ

Ｓ　　 年　月　日

Ｈ
	男

・

女

	
	
	
	

	
	（　　　 　　　　　  　）
	Ｔ

Ｓ　　 年　月　日

Ｈ
	男

・

女

	
	
	
	

	
	（　　　　　　　　   　）
	Ｔ

Ｓ　　 年　月　日

Ｈ
	男

・

女

	
	
	
	


（注）法人の場合、本様式には、登記事項証明書に記載されている役員全員を記入してください。

【様式６】事業実施体制

	グループ構成員・設立する特別目的会社・金融機関等・海上保安庁等々、本事業に関係する各主体それぞれの役割や相互関係が把握できるように事業実施体制を記入のこと。

	


※：原則として本様式を１枚使用のこと。

【様式７】設計実績
　平成21年度以降の設計実績（平成21年度以降に完了したものに限る。）を記入すること。なお、設計実績は民間工事に係るものでも可とする。

	企業名
	建物名
	発注機関名
	場所
	構造
	用途
	規模
	完了年月

	
	
	
	
	造

階
	
	棟

戸

延　　　㎡
	0000.00

	
	
	
	
	造

階
	
	棟

戸

延　　　㎡
	0000.00

	
	
	
	
	造

階
	
	棟

戸

延　　　㎡
	0000.00

	
	
	
	
	造

階
	
	棟

戸

延　　　㎡
	0000.00

	
	
	
	
	造

階
	
	棟

戸

延　　　㎡
	0000.00


※１：実績を証明できる資料（契約書の写し等）を添付すること。

※２：原則として本様式を１枚使用のこと。

【様式８】建設工事の施工実績
　平成21年度以降の建設実績（平成21年度以降に工事が完成し引渡しが済んでいるものに限る。）を記入すること。なお、施工実績は民間工事に係るものでも可とする。

	企業名
	建物名
	発注機関名
	場所
	構造
	用途
	規模
	契約金額
	時期
	受注形態

	
	
	
	
	造

階
	
	棟

戸

延　　　㎡
	千円
	0000.00.00

～

0000.00.00
	単体

・

企業体

（　　%）

	
	
	
	
	造

階
	
	棟

戸

延　　　㎡
	千円
	0000.00.00

～

0000.00.00
	単体

・

企業体

（　　%）

	
	
	
	
	造

階
	
	棟

戸

延　　　㎡
	千円
	0000.00.00

～

0000.00.00
	単体

・

企業体

（　　%）

	
	
	
	
	造

階
	
	棟

戸

延　　　㎡
	千円
	0000.00.00

～

0000.00.00
	単体

・

企業体

（　　%）

	
	
	
	
	造

階
	
	棟

戸

延　　　㎡
	千円
	0000.00.00

～

0000.00.00
	単体

・

企業体

（　　%）


※１：建設業法の許可業種による許可を有してからの営業年数を証明できる資料を添付すること。

※２：実績を証明できる資料（契約書の写し及び工事施工の概要が分かるもの）を添付すること。

※３：なお、共同企業体で施工したものを実績として記入する場合は、共同企業体の協定書の写しも添付すること。

※４：原則として本様式を１枚使用のこと。

【様式９】工事監理実績
　平成21年度以降の工事監理実績（平成21年度以降に工事が完成し引渡しが済んでいるものに限る。）を記入すること。なお、工事監理実績は民間工事に係るものでも可とする。

	企業名
	建物名
	発注機関名
	場所
	構造
	用途
	規模
	契約金額
	時期

	
	
	
	
	造

階
	
	棟

戸

延　　　㎡
	千円
	0000.00.00

～

0000.00.00

	
	
	
	
	造

階
	
	棟

戸

延　　　㎡
	千円
	0000.00.00

～

0000.00.00

	
	
	
	
	造

階
	
	棟

戸

延　　　㎡
	千円
	0000.00.00

～

0000.00.00

	
	
	
	
	造

階
	
	棟

戸

延　　　㎡
	千円
	0000.00.00

～

0000.00.00

	
	
	
	
	造

階
	
	棟

戸

延　　　㎡
	千円
	0000.00.00

～

0000.00.00


※１：実績を証明できる資料（契約書の写し、仕様書等の写し）を添付すること。

※２：原則として本様式を１枚使用のこと。
【様式10】維持管理業務実績
　平成28年度以降の１年以上の維持管理業務実績（完了又は継続中のものに限る。ただし、継続中の場合は本書提出時に１年以上経過していること。）を記入すること。なお、維持管理業務実績は民間住宅（マンション、社宅、独身寮等）の維持管理でも可とする。

	企業名
	建物名
	発注機関名
	場所
	用途
	規模
	契約金額
	時期

	
	
	
	
	
	棟

戸
	千円
	0000.00.00

～

0000.00.00

	
	
	
	
	
	棟

戸
	千円
	0000.00.00

～

0000.00.00

	
	
	
	
	
	棟

戸
	千円
	0000.00.00

～

0000.00.00

	
	
	
	
	
	棟

戸
	千円
	0000.00.00

～

0000.00.00

	
	
	
	
	
	棟

戸
	千円
	0000.00.00

～

0000.00.00


※１：実績を証明できる資料（契約書の写し、仕様書等の写し）を添付すること。

※２：原則として本様式を１枚使用のこと。

【様式11】入札辞退届
令和　　年　　月　　日

支出負担行為担当官

海上保安庁次長　上原　淳　殿

代表企業
商号又は名称：　　　　　　　　　　

所在地　　　：　　　　　　　　　　

代表者名印　：　　　　　　　　　　印

　令和元年10月17日に公告された「宮古島第三宿舎(仮称)整備事業」の競争入札に、以下の構成員からなるグループ※１として参加することを、委任状を添えて表明しましたが、辞退します。

グループ構成員

	役割※２
	商号又は名称
	所在地
	代表者名

	代表企業
	
	
	印

	設計担当企業
	
	
	印

	建設担当企業
	
	
	印

	維持管理担当企業
	
	
	印

	工事監理担当企業
	
	
	印

	
	
	
	印

	計　　社


※１：グループ名は代表企業名を用いること（例．代表企業「○○建設」→「○○建設グループ」）。

※２：１社が複数の役割を有する場合は重複して記入すること。

【様式12】入札提出書類の提出届

令和　　年　　月　　日

支出負担行為担当官

海上保安庁次長　上原　淳　殿

代表企業
商号又は名称：　　　　　　　　　　

所在地　　　：　　　　　　　　　　

代表者名印　：　　　　　　　　　　　印

　令和元年10月17日に公告された「宮古島第三宿舎(仮称)整備事業」の競争入札について、本件入札説明書等（質問・回答を含む。）の記載内容を承諾のうえ、入札提出書類を提出します。

	グループ名
	　　　　　　　　　　グループ


※：グループ名は代表企業名を用いること（例．代表企業「○○建設」→「○○建設グループ」）。

■代表企業

	担当者
	所属
	

	
	住所
	

	
	電話
	
	ＦＡＸ
	

	
	電子メール
	


【様式13】委任状
令和　　年　　月　　日

支出負担行為担当官

海上保安庁次長　上原　淳　殿

代表企業
商号又は名称：　　　　　　　　　　

所在地　　　：　　　　　　　　　　

代表者名印　：　　　　　　　　　　　印

　私は、下記の者を代理人と定め、令和元年10月17日に公告された「宮古島第三宿舎(仮称)整備事業」の競争入札に関する入札ならびに見積りの権限を委任します。

■受任者

	住所
	

	氏名
	


	受任者自署
	
	受任者使用印鑑
	


【様式14】入札書
令和　　年　　月　　日

支出負担行為担当官

海上保安庁次長　上原　淳　殿

代表企業
商号又は名称：　　　　　　　　　　

所在地　　　：　　　　　　　　　　

代表者名印　：　　　　　　　　　　　印


代理人（自筆）　：　　　　　　　　　　　印

　令和元年10月17日に公告された「宮古島第三宿舎(仮称)整備事業」の競争入札について、本件入札説明書等（質問・回答を含む。）の記載内容を承諾のうえ、入札します。

	事業名
	宮古島第三宿舎(仮称)整備事業


	金額
	円（税抜き）


※：金額については、様式19-1及び19-2の「国から支払われる対価」の額に一致すること。

【様式15】要求水準書に関する確認書
令和　　年　　月　　日

支出負担行為担当官

海上保安庁次長　上原　淳　殿

　令和元年10月17日に公告された「宮古島第三宿舎(仮称)整備事業」の競争入札に対する本入札提出書類の一式は、本件入札説明書に別添された「宮古島第三宿舎(仮称)整備事業要求水準書」に規定された要求水準と同等又はそれ以上の水準であることを誓約します。

■代表企業

	商号又は名称
	

	所在地
	

	代表者名
	印


	通し番号
	　　／●


1． 事業計画に係る提案書

【様式16】事業計画提案書表紙

	登録受付番号
	


	通し番号
	　　／●


【様式17】事業スケジュール
	入札説明書の事業スケジュールを踏まえ、事業契約締結から維持管理期間終了（令和14年３月末）までの具体的なスケジュールを記入のこと。

	

	※：原則として本様式を１枚使用のこと。
	登録受付番号
	


	通し番号
	　　／●


【様式18】資金調達方法
	種類
	金額

（千円）
	事業費内訳

（千円）
	備考

	事業費総額
	　　　　　
	資本金
	　　　　　
	

	
	
	借入金（合計）
	　　　　　
	

	
	
	その他
	　　　　　
	

	

	種類
	金額

（千円）
	出資内訳

（千円）
	備考

	資本金
	　　　　　
	出資企業　①

（　　　　）
	　　　　　
	

	
	
	出資企業　②

（　　　　）
	　　　　　
	

	
	
	出資企業　③

（　　　　）
	　　　　　
	

	

	種類
	金額

（千円）
	借入内訳

（千円）
	金利
	返済方法

返済期間
	備考

	借入金
	　　　　　
	金融機関　①

（　　　　）
	　　　　　
	固定・変動

　　％/年
	
	

	
	
	金融機関　②

（　　　　）
	　　　　　
	固定・変動

　　％/年
	
	

	
	
	金融機関　③

（　　　　）
	　　　　　
	固定・変動

　　％/年
	
	

	

	種類
	金額

（千円）
	備考

	その他
	　　　　　
	


※１：記入欄が不足する場合は２枚目以降に記入すること。

※２：「備考」には交渉状況・金利の見直し時期・その他の条件等について記入のこと。

※３：金融機関の関心表明書の写しを添付のこと。
	　枚目／　枚中
	
	登録受付番号
	


	通し番号
	　　／●


【様式19-1】長期収支計画

[image: image1.emf]【様式19】 長期収支計画

■損益計算書（単位：千円）

年度 計 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14

営業損益

営業収入

国から支払われる対価

設計及び建設等に係る対価

維持管理業務に係る対価

附帯的事業等に係る収入

営業費用

本事業に係る費用

設計及び建設に係る費用

維持管理業務に係る費用

附帯的事業等に係る費用

営業外損益

営業外収入

営業外費用

経常損益

課税対象額

法人税等

当期損益

累積損益

■資金計画（単位：千円）

年度 計 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14

資金調達

当期利益（税引後）

割賦原価

出資金

借入金

その他

資金需要

当期損失（税引後）

投資

設計費

建設費

その他

借入金返済

その他

税引後資金残高

法定準備金

法定準備金清算

内部留保金清算

配当

当期未処分金（内部留保金）

■残高・評価指標

年度 計 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14

残高

借入金残高

割賦元本残高

法定準備金残高

内部留保金残高

評価指標

ＤＳＣＲ（各年）

ＬＬＣＲ (割引率●％)

DSCRは下記による。　

・宿舎のみの場合： DSCR=（当期利益（税引後）＋割賦原価＋借入金利）／借入金元利返済額

・合築の場合：DSCR=（当期利益（税引後）＋割賦原価＋減価償却－更新投資＋借入金利）／借入元利返済額

LLCRは下記による。

・LLCR=Σ（元利金返済前キャッシュフローの現在価値）／借入元本


※１：可能な範囲で詳細に記入し、項目の追加・削除・変更を適宜行うこと。また附帯的事業の事業期間に応じて計画期間欄を追加すること。

※２：各年度は４月から翌３月までとし、消費税及び物価変動を考慮しない金額を記入する。

※３：原則として１枚に記載すること（A3綴じ込みとしても可）。

※４：本様式は、Microsoft Excel（Microsoft Excel2013により対応可能なバージョン）を使用して作成し、その情報が保存されているCD-R又はDVD-Rのいずれかの電磁的記録媒体を提出すること。

※５：LLCR算定時の割引率は様式18に記載した借入金利の加重平均値を使用し、割引率を記載すること。

	登録受付番号
	


	通し番号
	　　／●


【様式19-2】算出根拠（長期収支計画）

[image: image2.emf]項目 見積金額（収入金額） 算出根拠 支出の前提条件 備考

国から支払われる対価＝入札価格 円

設計及び建設に係る対価 円

設計費 円

建設費 円

工事監理料 円

近隣対応・対策費 円

電波障害調査・対策費 円

公務員宿舎建設に伴う各種申請等の業務に係る費用 円

その他費用 円

特別目的会社設立費用 円

公租公課 円

融資組成手数料 円

各種調査費用 円

その他 円

支払利息 円

維持管理業務に係る対価（維持管理期間の合計） 円

維持管理業務（一般管理）に係る費用 円

昇降機保守点検業務に係る費用 円

消防用設備等保守点検業務に係る費用 円

給水設備保守点検業務に係る費用 円

自家用工作物を設置する場合の当該施設保守点検業務に係る費用 円

附帯的事業関連 円

円


※１：可能な範囲で詳細に記入し、項目の追加・削除・変更は適宜行うこと。

※２：「算出根拠」には、算出した金額の根拠（例．人件費単価○円×数量　等）を記入し、「収支の前提条件」には、収支計画の前提条件（事業計画を作成するに当たっての収入・支出の考え方など）を記入すること。

※３：支払利息の備考欄には支払金利とその内訳となる基準金利及びスプレッドを明記すること。

※４：本様式は、Microsoft Excel（Microsoft Excel2013により対応可能なバージョン）を使用して作成し、その情報が保存されているCD-R又はDVD-Rのいずれかの電磁的記録媒体を提出すること。
	　枚目／　枚中
	
	登録受付番号
	


	通し番号
	　　／●


【様式20】資金調達計画に関する提案

	本事業の内容や期間、支払等の条件を踏まえて、安全性やコストなどの観点から工夫・検討された資金調達方法について、具体的な考え方を記入のこと。

	

	
	登録受付番号
	


	通し番号
	　　／●


【様式21】事業実施体制に関する提案

	本事業の背景や目的、施設の役割を十分に理解し、積極的に取り組む姿勢及び確実に遂行できる実施体制について、具体的な考え方を記入のこと。

	

	
	登録受付番号
	


	通し番号
	　　／●


【様式22】リスクへの対応に関する提案
	事業の継続に重大な影響を与える可能性のあるリスクに対する分担体制や管理方法、リスク顕在時の対応方法について、具体的な考え方を記入のこと。

	

	
	登録受付番号
	


	通し番号
	　　／●


2． 施設整備計画に係る提案書

【様式23】施設整備計画提案書表紙
	登録受付番号
	


	通し番号
	　　／●


【様式24】施設計画等に関する提案
	No.
	項目
	数値
	
	No.
	項目
	数値

	1
	法定容積率等の利用率
	　　　%
	
	30
	防災備蓄倉庫
	箇所　　

	
	（建設予定地における建築物の延べ面積(公務員宿舎との合築又は堅固な建物等の設置による附帯的事業に供する部分の床面積を含む)の敷地面積に対する割合を元に算出した法定容積率等の利用率））
	
	
	
	
	延　　　　　㎡

	
	
	
	
	31
	緑化面積
	㎡

	
	
	
	
	32
	指導要綱に基づく必要緑化面積
	計算式＝

	
	
	
	
	
	
	㎡

	2
	余剰地面積 
	　㎡
	
	33
	広場面積（全体）
	㎡

	3
	ａ
タイプ
	住戸面積
	最大　　　㎡　最小　　　㎡
	
	34
	指導要綱に基づく緑化広場面積
	算定式＝

	4
	
	住戸数
	　　　戸
	
	
	
	㎡

	5
	
	住戸間口
	　　ｍ
	
	35
	高齢者等配慮対策等級（専用部分）
	等級　　　

	6
	
	バルコニー幅×奥行
	ｍ　×　　　　ｍ
	
	36
	高齢者等配慮対策等級（共有部分）
	等級　　　

	7
	
	バルコニー面積
	　　㎡
	
	37
	手摺の形状（手摺子、パネル型及びその他）の使用場所
	手摺子：　　　パネル：

	8
	
	住戸の全有効採光面積と各居室の合計床面積との割合
	％
	
	
	
	その他：

	9
	
	サッシ幅（最大部）
	ｍ
	
	38
	共用玄関出入口扉から各住戸までの水平歩行距離
	最長部　　　　　ｍ

	10
	
	サッシ高さ（最大部）
	ｍ
	
	39
	各住戸から最寄のエレベーター出入口扉までの水平歩行距離
	最長部　　　　　ｍ

	11
	
	住戸面積に対する収納率
	％
	
	40
	共用廊下の有効幅員（片廊下）
	㎜

	12
	単ｂ
タイプ
	住戸面積
	最大　　　㎡　最小　　　㎡
	
	41
	階高
	最大　　　㎜　最少　　　mm

	13
	
	住戸数
	　　　戸
	
	42
	梁下内寸法（中高層）
	㎜

	14
	
	住戸間口
	　　ｍ
	
	43
	主要室（居間・食事室・洋室）の天井高
	㎜

	15
	
	バルコニー幅×奥行
	ｍ　×　　　　ｍ
	
	44
	出入口高さ（床面からドア上枠の下端までの有効内法寸法）
	㎜

	16
	
	バルコニー面積
	　　㎡
	
	45
	掃き出しサッシの高さ
	㎜

	17
	
	住戸の全有効採光面積と各居室の合計床面積との割合
	％
	
	46
	重量床衝撃音対策等級
	等級

	18
	
	サッシ幅（最大部）
	ｍ
	
	47
	軽量床衝撃音対策等級
	等級

	19
	
	サッシ高さ（最大部）
	ｍ
	
	48
	透過損失等級（界壁）
	等級

	20
	
	住戸面積に対する収納率
	％
	
	49
	透過損失等級（外壁開口部）
	等級

	21
	建ぺい率／容積率
	％／　　　　％
	
	50
	共用部分に面する玄関扉の透過損失
	TL＝　　　　db

	22
	駐車可能台数　（平面駐車場　・　自走式立体駐車場）
	平面　　　台・自走式　　　 台
	
	51
	耐震等級（構造躯体の倒壊等防止）
	等級

	
	
	計　台　
	
	52
	耐震等級（構造躯体の損傷防止）
	等級

	23
	住戸数に対する駐車台数の比率
	％
	
	53
	耐風等級（構造躯体の倒壊等防止及び損傷防止）
	等級

	24
	身障者用駐車台数
	台
	
	54
	劣化対策等級（構造躯体等）
	等級

	25
	駐輪台数
	台
	
	55
	受水槽の水平耐力
	G

	26
	指導要綱に基づくゴミ集積場、粗大ゴミ集積場の箇所数
	　　箇所　　　延　　　　　㎡
	
	56
	ａ・ｂタイプの給湯器
	号

	27
	指導要綱に基づく資源保管場所
	　　箇所　　　延　　　　　㎡
	
	57
	維持管理対策等級（専用配管）
	等級

	28
	グリーン購入法特定調達品目数
	品目
	
	58
	維持管理対策等級（共用配管）
	等級

	29
	各要綱に基づく防火水槽の容量
	ｔ
	
	
	
	
	


※１：No.31「駐車可能台数」については、台数と共に平面駐車場と自走式立体駐車場のいずれか建設する方に○をつけること。
	登録受付番号
	


※２：No.36「棟別のエレベーター台数・エレベーター1台当たりの住戸数」及びNo.37「棟別のエレベーターの5分間輸送能力及び平均運転間隔」については、提案している棟数に応じて記入すること。

※３：グリーン購入法特定調達品目数の採用想定品目については、任意の様式によりリストを提出するものとする。
	通し番号
	　　／●


【様式25】景観、配置計画に関する提案
	都市景観及び周辺地域との調和に配慮したデザイン周辺環境や居住者に配慮した配置計画、外構計画、公務員宿舎としての外観の適切性について、具体的な考え方を記入のこと。

	

	　枚目／　枚中
	
	登録受付番号
	


	通し番号
	　　／●


【様式26】周辺環境保全に関する提案
	近隣及び周辺への日照阻害、テレビ電波障害、騒音・振動、風害等に対する配慮及び対策、住環境に配慮した緑化計画及び地域社会との融合のための配慮（地域防災を含む防災的機能・公益的機能）について、具体的な考え方を記入のこと。

	


	　枚目／　枚中
	
	登録受付番号
	


	通し番号
	　　／●


【様式27】住戸計画に関する提案

	ゾーニング、間取り、動線計画への配慮、適切な位置での収納スペースの確保及び住戸内のバリアフリー、防災・防犯など居住者の安全性の配慮について、具体的な考え方を記入のこと。

	

	　枚目／　枚中
	
	登録受付番号
	


	通し番号
	　　／●


【様式28】機能性・快適性・安全性に関する提案

	室内環境性（採光、換気、遮音及び室温維持）、人体に無害な材料の使用、バリアフリー化、ユニバーサルデザインの導入、住棟計画(アクセス、居住者のコミュニティ形成、安全性、利便性の配慮、１階床高の防災考慮、耐震安全性)、附帯施設（集会場、駐車場、駐輪場等）、ごみ集積所（廃棄物保管場所、再利用対象物保管場所、粗大ごみ集積所の配置）等について、具体的な考え方を記入のこと。

	

	　枚目／　枚中
	
	登録受付番号
	


	通し番号
	　　／●


【様式29】省資源・環境負荷低減に関する提案
	負荷の抑制、自然エネルギーの活用、エネルギー・資源使用量削減のための取り組み及び省資源化への工夫CASBEEに基づく環境配慮計画、環境対策（建設発生土、再資源化、材料、省エネ技術）について、具体的な考え方を記入のこと。

	

	　枚目／　枚中
	
	登録受付番号
	


	通し番号
	　　／●


【様式30】経済性に関する提案

	フレキシビリティ、用途変更への対応、保全性（作業性／更新性）、ライフサイクルコストの低減について、具体的な考え方を記入のこと。

	

	　枚目／　枚中
	
	登録受付番号
	


	通し番号
	　　／●


【様式31】施工計画に関する提案
	品質保証、施工工程・工法の確実性及び適切性、工期短縮工事中の周辺住民への安全確保、周辺環境保全について、具体的な考え方を記入のこと。

	

	　枚目／　枚中
	
	登録受付番号
	


	通し番号
	　　／●


3． 施設整備計画に係る提案書（図面集）

【様式32】施設整備計画提案書（図面集）表紙
	登録受付番号
	


	通し番号
	　　／●


【様式33】計画概要

	

	※：原則として本様式を１枚使用のこと。
	登録受付番号
	


	通し番号
	　　／●


【様式34】配置計画（１／　　　　）
	

	※１：原則として本様式を１枚使用のこと。

※２：敷地外周部の設えを明示すること。
	登録受付番号
	


	通し番号
	　　／●


【様式35】鳥瞰図

	

	※：南側及び東側の２方向からの視点で作成し、本様式各１枚（計２枚）を使用のこと。
	登録受付番号
	


	通し番号
	　　／●


【様式36】平面図（１／　　　　）

	

	※１：原則として本様式を１枚使用のこと。

※２：屋上平面図も記載すること。

※３：様式24　No51,52に記載の最長部距離を図示すること。
	登録受付番号
	


	通し番号
	　　／●


【様式37】立面図（１／　　　　）

	

	※１：原則として本様式を１枚使用のこと。

※２：侵入防止対策を図示すること。
	登録受付番号
	


	通し番号
	　　／●


【様式38】断面図（１／　　　　）：斜線検討も記載すること。

	

	※：原則として本様式を１枚使用のこと。
	登録受付番号
	


	通し番号
	　　／●


【様式39】各住戸平面図（１／100）

	

	※１：原則として本様式を１枚使用のこと。

※２：様式集「２－（２）－ニ－（ト）」で要求された設備の機能について、数値で記入すること。

※３：専用面積、収納率の算定根拠表を併記すること。
	登録受付番号
	


	通し番号
	　　／●


【様式40】外構・緑化計画（１／　　　　）

	

	※１：原則として本様式を１枚使用のこと。

※２：防犯計画（セキュリティーライン）を図示すること。
	登録受付番号
	


	通し番号
	　　／●


【様式41】面積表

	

	※１：原則として本様式を１枚使用のこと。
	登録受付番号
	


※２：建築面積、容積対象面積、容積対象外面積、延床面積及び専有面積（住戸）、共用面積が分かるようにすること。

	通し番号
	　　／●


【様式42】仕上表
	

	※１：原則として本様式を１枚使用のこと。

※２：外部仕上表及び内部仕上表とし、内部仕上げは専用部分と共用部分に分けて作成すること。駐輪場、駐車場、集会場、管理人事務室、その他の建物及び舗装等の仕上表も作成すること。

※３：内外部仕上表にはバリアフリー化等に配慮した場合に備考欄に記載する。
	登録受付番号
	


	通し番号
	　　／●


【様式43】日影図（等時間日影・時刻日影）

	

	※１：様式43により、「GL+４ｍ」、「最下階の掃きだし窓面の下端の高さ」と「GL+０ｍ」における等時間・時刻日影図を各１枚（計３枚）作成すること。
	登録受付番号
	


	通し番号
	　　／●


4． 維持管理計画に係る提案書

【様式44】維持管理計画提案書表紙

	登録受付番号
	


	通し番号
	　　／●


【様式45】一般管理業務提案の妥当性

	空き住宅等の維持管理業務、附帯施設等の管理業務、防火管理等の業務、居住者等への応接業務、退去時の原状回復及び修繕関連業務についての具体的な方法（体制・業務プロセス）、適切な管理をした上で、コスト縮減のための工夫やコストアップを伴わないサービスレベル向上（共益費、維持管理費の縮減）、について具体的な考え方を記入のこと。

	

	　枚目／　枚中
	
	登録受付番号
	


	通し番号
	　　／●


【様式46】保守点検業務提案の妥当性
	保守点検や監視業務についての具体的な方法（体制・業務プロセス）、適切な管理をした上で、コスト縮減のための工夫やコストアップを伴わないサービスレベル向上（共益費、維持管理費の縮減）及び維持管理段階においてエネルギー使用量の削減や省ＣＯ２削減のための入居者の支援に関する活動について具体的な考え方を記入のこと。

	

	　枚目／　枚中
	
	登録受付番号
	


	通し番号
	　　／●


5． 附帯的事業に係る提案書

【様式47】附帯的事業提案書表紙

	登録受付番号
	


	通し番号
	　　／●


【様式48】附帯的事業に係る長期収支計画

[image: image3.emf]【様式48】 附帯的事業に係る長期収支計画

■損益計算書（単位：千円）

年度 計 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14

営業損益

営業収入

営業費用

営業外損益

営業外収入

営業外費用

経常損益

課税対象額

法人税等

当期損益

累積損益

■資金計画（単位：千円）

年度 計 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14

資金調達

当期利益（税引後）

その他

資金需要

当期損失（税引後）

投資

借入金返済

その他

税引後資金残高

法定準備金

法定準備金清算

内部留保金清算

配当

当期未処分金（内部留保金）

■残高・評価指標

年度 計 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14

残高

借入金残高

法定準備金残高

内部留保金残高

評価指標

ＤＳＣＲ（各年）

ＬＬＣＲ (割引率●％)

DSCRは下記による。　

・宿舎のみの場合： DSCR=（当期利益（税引後）＋割賦原価＋借入金利）／借入金元利返済額

・合築の場合：DSCR=（当期利益（税引後）＋割賦原価＋減価償却－更新投資＋借入金利）／借入元利返済額

LLCRは下記による。


※１：可能な範囲で詳細に記入し、項目の追加・削除・変更を適宜行うこと。また附帯的事業の事業期間に応じて計画期間欄を追加すること。
※２：国に対して支払う貸付料・使用料は必ず独立した項目として記載すること。

※３：原則として１枚に記載すること（A3綴じ込みとしても可）。

※４：本様式は、Microsoft Excel（Microsoft Excel2013により対応可能なバージョン）を使用して作成すること。

※５：LLCR算定時の割引率は様式18に記載した借入金利の加重平均値を使用し、割引率を記載すること。

	　枚目／　枚中
	
	登録受付番号
	


	通し番号
	　　／●


【様式49】算出根拠（附帯的事業に係る長期収支計画）

[image: image4.emf]項目 見積金額（収入金額） 算出根拠 収支の前提条件 備考

設計・建設費 円

設計費 円

円

建設費 円

円

維持管理費（維持管理期間の合計） 円

円

その他費用 円

円


※１：可能な範囲で詳細に記入し、項目の追加・削除・変更は適宜行うこと。

※２：「収支の前提条件」には、収支計画の前提条件（附帯的事業に係る事業計画を作成するに当たっての収入・支出の考え方など）を記入すること。

※３：本様式は、Microsoft Excel（Microsoft Excel2013により対応可能なバージョン）を使用して作成すること。
	　枚目／　枚中
	
	登録受付番号
	


	通し番号
	　　／●


【様式50】事業内容に関する提案

	附帯的事業の内容及び事業の選択理由の適正性、周辺環境への配慮、入居者等のニーズ、周辺地域の活性化及び国有財産の有効活用などについて、具体的な考え方を記入のこと。

	

	　枚目／　枚中
	
	登録受付番号
	


	通し番号
	　　／●


【様式51】事業計画に関する提案

	事業の採算性及び安定性を確保するためのリスク対応策、公務員宿舎とのリスクの分離等について、具体的な考え方を記入のこと。

	

	　枚目／　枚中
	
	登録受付番号
	


	通し番号
	　　／●


【様式52】入居者が行う管理業務への提案
	入居者の経済的、人的負担を適切な水準に抑えて、また入居者のニーズに沿ったサービスの提供について具体的な考え方を示すこと。

	

	　枚目／　枚中
	
	登録受付番号
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【様式48】

		【様式48】 附帯的事業に係る長期収支計画

		■損益計算書（単位：千円） ソンエキケイサンショ

		年度 ネンド								計 ケイ		R4		R5		R6		R7		R8		R9		R10		R11		R12		R13		R14

		営業損益 エイギョウソンエキ

				営業収入 エイギョウシュウニュウ

				営業費用 エイギョウヒヨウ

		営業外損益 エイギョウガイソンエキ

				営業外収入 エイギョウガイシュウニュウ

				営業外費用 エイギョウガイヒヨウ

		経常損益 ケイジョウソンエキ

		課税対象額 カゼイタイショウガク

				法人税等 ホウジンゼイトウ

		当期損益 トウキソンエキ

		累積損益 ルイセキソンエキ

		■資金計画（単位：千円） シキンケイカクタンイセンエン

		年度 ネンド								計 ケイ		R4		R5		R6		R7		R8		R9		R10		R11		R12		R13		R14

		資金調達 シキンチョウタツ

				当期利益（税引後） トウキリエキゼイビゴ

				その他 タ

		資金需要 シキンジュヨウ

				当期損失（税引後） トウキソンシツゼイビキゴ

				投資 トウシ

				借入金返済 カリイレキンヘンサイ

				その他 タ

		税引後資金残高 ゼイビキゴシキンザンダカ

		法定準備金 ホウテイジュンビキン

		法定準備金清算 ホウテイジュンビキンセイサン

		内部留保金清算 ナイブリュウホキンセイサン

		配当 ハイトウ

		当期未処分金（内部留保金） トウキミショブンキンナイブリュウホキン

		■残高・評価指標 ザンダカヒョウカシヒョウ

		年度 ネンド								計 ケイ		R4		R5		R6		R7		R8		R9		R10		R11		R12		R13		R14

		残高 ザンダカ

				借入金残高 カリイレキンザンダカ

				法定準備金残高 ホウテイジュンビキンザンダカ

				内部留保金残高 ナイブリュウホキンザンダカ

		評価指標 ヒョウカシヒョウ

				ＤＳＣＲ（各年） カクトシ

				ＬＬＣＲ (割引率●％) ワリビキリツ

				DSCRは下記による。　

				・宿舎のみの場合： DSCR=（当期利益（税引後）＋割賦原価＋借入金利）／借入金元利返済額

				・合築の場合：DSCR=（当期利益（税引後）＋割賦原価＋減価償却－更新投資＋借入金利）／借入元利返済額

				LLCRは下記による。 カキ

				・LLCR=Σ（元利金返済前キャッシュフローの現在価値）／借入元本





【様式49】

		【様式49】 算出根拠（附帯的事業に係る長期収支計画） サンシュツコンキョフタイテキジギョウカカチョウキシュウシケイカク

								項目 コウモク		見積金額（収入金額） ミツモリキンガクシュウニュウキンガク		算出根拠 サンシュツコンキョ		支出の前提条件 シシュツゼンテイジョウケン		備考 ビコウ

		設計・建設費 セッケイケンセツヒ								円 エン

				設計費 セッケイヒ						円 エン

										円

				建設費 ケンセツヒ						円

										円

		維持管理費（維持管理期間の合計） イジカンリヒ								円 エン

										円

		その他費用 タヒヨウ								円

										円






_1629543737.xls
【様式19】

		【様式19】 長期収支計画 チョウキシュウシケイカク

		■損益計算書（単位：千円） ソンエキケイサンショ

		年度 ネンド								計 ケイ		R2		R3		R4		R5		R6		R7		R8		R9		R10		R11		R12		R13		R14

		営業損益 エイギョウソンエキ

				営業収入 エイギョウシュウニュウ

						国から支払われる対価 クニシハラタイカ

								設計及び建設等に係る対価 セッケイオヨケンセツトウカカワタイカ

								維持管理業務に係る対価 イジカンリギョウムカカタイカ

						附帯的事業等に係る収入 フタイテキジギョウトウカカシュウニュウ

				営業費用 エイギョウヒヨウ

						本事業に係る費用 ホンジギョウカカヒヨウ

								設計及び建設に係る費用 セッケイオヨケンセツカカワヒヨウ

								維持管理業務に係る費用 イジカンリギョウムカカワヒヨウ

						附帯的事業等に係る費用 フタイテキジギョウナドカカヒヨウ

		営業外損益 エイギョウガイソンエキ

				営業外収入 エイギョウガイシュウニュウ

				営業外費用 エイギョウガイヒヨウ

		経常損益 ケイジョウソンエキ

		課税対象額 カゼイタイショウガク

				法人税等 ホウジンゼイトウ

		当期損益 トウキソンエキ

		累積損益 ルイセキソンエキ

		■資金計画（単位：千円） シキンケイカクタンイセンエン

		年度 ネンド								計 ケイ		R2		R3		R4		R5		R6		R7		R8		R9		R10		R11		R12		R13		R14

		資金調達 シキンチョウタツ

				当期利益（税引後） トウキリエキゼイビゴ

				割賦原価 カップゲンカ

				出資金 シュッシキン

				借入金 カリイレキン

				その他 タ

		資金需要 シキンジュヨウ

				当期損失（税引後） トウキソンシツゼイビキゴ

				投資 トウシ

						設計費 セッケイヒ

						建設費 ケンセツヒ

						その他 タ

				借入金返済 カリイレキンヘンサイ

				その他 タ

		税引後資金残高 ゼイビキゴシキンザンダカ

		法定準備金 ホウテイジュンビキン

		法定準備金清算 ホウテイジュンビキンセイサン

		内部留保金清算 ナイブリュウホキンセイサン

		配当 ハイトウ

		当期未処分金（内部留保金） トウキミショブンキンナイブリュウホキン

		■残高・評価指標 ザンダカヒョウカシヒョウ

		年度 ネンド								計 ケイ		R2		R3		R4		R5		R6		R7		R8		R9		R10		R11		R12		R13		R14

		残高 ザンダカ

				借入金残高 カリイレキンザンダカ

				割賦元本残高 カップガンポンザンダカ

				法定準備金残高 ホウテイジュンビキンザンダカ

				内部留保金残高 ナイブリュウホキンザンダカ

		評価指標 ヒョウカシヒョウ

				ＤＳＣＲ（各年） カクトシ

				ＬＬＣＲ (割引率●％) ワリビキリツ

				DSCRは下記による。　

				・宿舎のみの場合： DSCR=（当期利益（税引後）＋割賦原価＋借入金利）／借入金元利返済額

				・合築の場合：DSCR=（当期利益（税引後）＋割賦原価＋減価償却－更新投資＋借入金利）／借入元利返済額

				LLCRは下記による。 カキ

				・LLCR=Σ（元利金返済前キャッシュフローの現在価値）／借入元本





【様式20】

		【様式20】 算出根拠（長期収支計画） サンシュツコンキョチョウキシュウシケイカク

								項目 コウモク		見積金額（収入金額） ミツモリキンガクシュウニュウキンガク		算出根拠 サンシュツコンキョ		支出の前提条件 シシュツゼンテイジョウケン		備考 ビコウ

		国から支払われる対価＝入札価格 クニシハラタイカニュウサツカカク								円 エン

				設計及び建設に係る対価 セッケイオヨケンセツカカワタイカ						円 エン

						設計費 セッケイヒ				円

						建設費 ケンセツヒ				円

						工事監理料 コウジカンリリョウ				円

						近隣対応・対策費 キンリンタイオウタイサクヒ				円

						電波障害調査・対策費 デンパショウガイチョウサタイサクヒ				円

						公務員宿舎建設に伴う各種申請等の業務に係る費用 コウムインシュクシャケンセツトモナカクシュシンセイトウギョウムカカヒヨウ				円

						その他費用 タヒヨウ				円

								特別目的会社設立費用 トクベツモクテキガイシャセツリツヒヨウ		円

								公租公課 コウソコウカ		円

								融資組成手数料 ユウシソセイテスウリョウ		円

								各種調査費用 カクシュチョウサヒヨウ		円

								その他 タ		円

						支払利息 シハライリソク				円

				維持管理業務に係る対価（維持管理期間の合計） イジカンリギョウムカカタイカイジカンリキカンゴウケイ						円

						維持管理業務（一般管理）に係る費用 イジカンリギョウムイッパンカンリカカヒヨウ				円

						昇降機保守点検業務に係る費用 ショウコウキホシュテンケンギョウム				円

						消防用設備等保守点検業務に係る費用 ショウボウヨウセツビトウホシュテンケンギョウム				円

						給水設備保守点検業務に係る費用 キュウスイセツビホシュテンケンギョウム				円

						自家用工作物を設置する場合の当該施設保守点検業務に係る費用 ジカヨウコウサクブツセッチバアイトウガイシセツホシュテンケンギョウム				円

		附帯的事業関連 フタイテキジギョウカンレン								円

										円






_1374424464.xls
【様式19】

		【様式19】 長期収支計画 チョウキシュウシケイカク

		■損益計算書（単位：千円） ソンエキケイサンショ

		年度 ネンド								計 ケイ		H22		H23		H24		H25		H26		H27		H28		H29		H30		H31

		営業損益 エイギョウソンエキ

				営業収入 エイギョウシュウニュウ

						国から支払われる対価 クニシハラタイカ

								設計及び建設等に係る対価 セッケイオヨケンセツトウカカワタイカ

								維持管理業務に係る対価 イジカンリギョウムカカタイカ

						附帯的事業等に係る収入 フタイテキジギョウトウカカシュウニュウ

				営業費用 エイギョウヒヨウ

						本事業に係る費用 ホンジギョウカカヒヨウ

								設計及び建設に係る費用 セッケイオヨケンセツカカワヒヨウ

								維持管理業務に係る費用 イジカンリギョウムカカワヒヨウ

						附帯的事業等に係る費用 フタイテキジギョウナドカカヒヨウ

		営業外損益 エイギョウガイソンエキ

				営業外収入 エイギョウガイシュウニュウ

				営業外費用 エイギョウガイヒヨウ

		経常損益 ケイジョウソンエキ

		課税対象額 カゼイタイショウガク

				法人税等 ホウジンゼイトウ

		当期損益 トウキソンエキ

		累積損益 ルイセキソンエキ

		■資金計画（単位：千円） シキンケイカクタンイセンエン

		年度 ネンド								計 ケイ		H22		H23		H24		H25		H26		H27		H28		H29		H30		H31

		資金調達 シキンチョウタツ

				当期利益（税引後） トウキリエキゼイビゴ

				割賦原価 カップゲンカ

				出資金 シュッシキン

				借入金 カリイレキン

				その他 タ

		資金需要 シキンジュヨウ

				当期損失（税引後） トウキソンシツゼイビキゴ

				投資 トウシ

						設計費 セッケイヒ

						建設費 ケンセツヒ

						その他 タ

				借入金返済 カリイレキンヘンサイ

				その他 タ

		税引後資金残高 ゼイビキゴシキンザンダカ

		法定準備金 ホウテイジュンビキン

		法定準備金清算 ホウテイジュンビキンセイサン

		内部留保金清算 ナイブリュウホキンセイサン

		配当 ハイトウ

		当期未処分金（内部留保金） トウキミショブンキンナイブリュウホキン

		■残高・評価指標 ザンダカヒョウカシヒョウ

		年度 ネンド								計 ケイ		H22		H23		H24		H25		H26		H27		H28		H29		H30		H31

		残高 ザンダカ

				借入金残高 カリイレキンザンダカ

				割賦元本残高 カップガンポンザンダカ

				法定準備金残高 ホウテイジュンビキンザンダカ

				内部留保金残高 ナイブリュウホキンザンダカ

		評価指標 ヒョウカシヒョウ

				ＤＳＣＲ（各年） カクトシ

				ＬＬＣＲ (割引率●％) ワリビキリツ

				DSCRは下記による。　

				・宿舎のみの場合： DSCR=（当期利益（税引後）＋割賦原価＋借入金利）／借入金元利返済額

				・合築の場合：DSCR=（当期利益（税引後）＋割賦原価＋減価償却－更新投資＋借入金利）／借入元利返済額

				LLCRは下記による。 カキ

				・LLCR=Σ（元利金返済前キャッシュフローの現在価値）／借入元本





【様式20】

		【様式20】 算出根拠（長期収支計画） サンシュツコンキョチョウキシュウシケイカク

								項目 コウモク		見積金額（収入金額） ミツモリキンガクシュウニュウキンガク		算出根拠 サンシュツコンキョ		支出の前提条件 シシュツゼンテイジョウケン		備考 ビコウ

		国から支払われる対価＝入札価格 クニシハラタイカニュウサツカカク								円 エン

				設計及び建設に係る対価 セッケイオヨケンセツカカワタイカ						円 エン

						設計費 セッケイヒ				円

						建設費 ケンセツヒ				円

						工事監理料 コウジカンリリョウ				円

						近隣対応・対策費 キンリンタイオウタイサクヒ				円

						電波障害調査・対策費 デンパショウガイチョウサタイサクヒ				円

						公務員宿舎建設に伴う各種申請等の業務に係る費用 コウムインシュクシャケンセツトモナカクシュシンセイトウギョウムカカヒヨウ				円

						その他費用 タヒヨウ				円

								特別目的会社設立費用 トクベツモクテキガイシャセツリツヒヨウ		円

								公租公課 コウソコウカ		円

								融資組成手数料 ユウシソセイテスウリョウ		円

								各種調査費用 カクシュチョウサヒヨウ		円

								その他 タ		円

						支払利息 シハライリソク				円

				維持管理業務に係る対価（維持管理期間の合計） イジカンリギョウムカカタイカイジカンリキカンゴウケイ						円

						維持管理業務（一般管理）に係る費用 イジカンリギョウムイッパンカンリカカヒヨウ				円

						昇降機保守点検業務に係る費用 ショウコウキホシュテンケンギョウム				円

						消防用設備等保守点検業務に係る費用 ショウボウヨウセツビトウホシュテンケンギョウム				円

						給水設備保守点検業務に係る費用 キュウスイセツビホシュテンケンギョウム				円

						自家用工作物を設置する場合の当該施設保守点検業務に係る費用 ジカヨウコウサクブツセッチバアイトウガイシセツホシュテンケンギョウム				円

		附帯的事業関連 フタイテキジギョウカンレン								円

										円






_1427821477.xls
【様式48】

		【様式48】 附帯的事業に係る長期収支計画

		■損益計算書（単位：千円） ソンエキケイサンショ

		年度 ネンド								計 ケイ		H22		H23		H24		H25		H26		H27		H28		H29		H30		H31

		営業損益 エイギョウソンエキ

				営業収入 エイギョウシュウニュウ

				営業費用 エイギョウヒヨウ

		営業外損益 エイギョウガイソンエキ

				営業外収入 エイギョウガイシュウニュウ

				営業外費用 エイギョウガイヒヨウ

		経常損益 ケイジョウソンエキ

		課税対象額 カゼイタイショウガク

				法人税等 ホウジンゼイトウ

		当期損益 トウキソンエキ

		累積損益 ルイセキソンエキ

		■資金計画（単位：千円） シキンケイカクタンイセンエン

		年度 ネンド								計 ケイ		H22		H23		H24		H25		H26		H27		H28		H29		H30		H31

		資金調達 シキンチョウタツ

				当期利益（税引後） トウキリエキゼイビゴ

				その他 タ

		資金需要 シキンジュヨウ

				当期損失（税引後） トウキソンシツゼイビキゴ

				投資 トウシ

				借入金返済 カリイレキンヘンサイ

				その他 タ

		税引後資金残高 ゼイビキゴシキンザンダカ

		法定準備金 ホウテイジュンビキン

		法定準備金清算 ホウテイジュンビキンセイサン

		内部留保金清算 ナイブリュウホキンセイサン

		配当 ハイトウ

		当期未処分金（内部留保金） トウキミショブンキンナイブリュウホキン

		■残高・評価指標 ザンダカヒョウカシヒョウ

		年度 ネンド								計 ケイ		H22		H23		H24		H25		H26		H27		H28		H29		H30		H31

		残高 ザンダカ

				借入金残高 カリイレキンザンダカ

				法定準備金残高 ホウテイジュンビキンザンダカ

				内部留保金残高 ナイブリュウホキンザンダカ

		評価指標 ヒョウカシヒョウ

				ＤＳＣＲ（各年） カクトシ

				ＬＬＣＲ (割引率●％) ワリビキリツ

				DSCRは下記による。　

				・宿舎のみの場合： DSCR=（当期利益（税引後）＋割賦原価＋借入金利）／借入金元利返済額

				・合築の場合：DSCR=（当期利益（税引後）＋割賦原価＋減価償却－更新投資＋借入金利）／借入元利返済額

				LLCRは下記による。 カキ

				・LLCR=Σ（元利金返済前キャッシュフローの現在価値）／借入元本





【様式49】

		【様式49】 算出根拠（附帯的事業に係る長期収支計画） サンシュツコンキョフタイテキジギョウカカチョウキシュウシケイカク

								項目 コウモク		見積金額（収入金額） ミツモリキンガクシュウニュウキンガク		算出根拠 サンシュツコンキョ		収支の前提条件 シュウシゼンテイジョウケン		備考 ビコウ

		設計・建設費 セッケイケンセツヒ								円 エン

				設計費 セッケイヒ						円 エン

										円

				建設費 ケンセツヒ						円

										円

		維持管理費（維持管理期間の合計） イジカンリヒ								円 エン

										円

		その他費用 タヒヨウ								円

										円






